


別表２－１ 原子力災害対策指針に基づく警戒事態を判断する基準 
 

 

ＥＡＬ番号 － ＢＷＲ 

ＥＡＬ略称 地震 

ＥＡＬ 当該原子力事業所所在市町村において、震度６弱以上の地震が発生すること。 

事業者解釈 当該原子力事業所所在市町村（楢葉町・富岡町）において，震度６弱以上の地震が発生した場

合。 

規制庁解説 原子力規制委員会委員長又は委員長代行が警戒本部の設置が必要か否か判断する。 

 

ＥＡＬ番号 － ＢＷＲ 

ＥＡＬ略称 津波 

ＥＡＬ 当該原子力事業所所在市町村沿岸を含む津波予報区において、大津波警報が発令表された場合。 

事業者解釈 当該原子力事業所所在市町村沿岸を含む津波予報区（福島県）において，大津波警報が発表さ

れた場合。 

規制庁解説 原子力規制委員会委員長又は委員長代行が警戒本部の設置が必要か否か判断する。 

 

ＥＡＬ番号 ＡＬ３１ ＢＷＲ 

ＥＡＬ略称 使用済燃料貯蔵槽の冷却機能喪失のおそれ 

ＥＡＬ  使用済燃料貯蔵槽の水位を維持できないとき又は当該貯蔵槽の水位を一定時間以上測定で

きないこと。 

事業者解釈 (1)「水位を維持できないとき」とは,使用済み燃料貯蔵プールの水位がオーバーフロー水位付

近であることを維持できず,かつ,速やかに保安規定で定められた措置を完了できない場合を

いう。 

(2)「水位を一定時間以上測定できないとき」とは,使用済燃料貯蔵プールの水位計，監視カメ

ラ等により液面の位置が確認できない状態が２４時間以上継続した場合をいう。 

規制庁解説  通常直ちに使用済燃料貯蔵槽への注水が実施され水位の回復が図られるが、当該貯蔵槽の水

位が低下し、その水位を維持できない場合には当該貯蔵槽への注水機能に何らかの異常がある

と考えられることから、警戒事態の判断基準とする。 

また、当該貯蔵槽の水位を維持できないおそれがある場合において、当該貯蔵槽の水位を一定

時間以上測定できないときは、上記と同様な状況にある可能性があること及び水位を測定でき

ないという何らかの異常が継続していると考えられることから併せて警戒事態の判断基準と

する。 

「一定時間」とは、測定できない状況を解消するために準備している措置を実施するまでに

必要な時間をいう。 

「使用済燃料貯蔵槽の水位を維持できないこと」とは、可搬型を含む全ての設備を考慮して

も、当該水位を維持できないこと又は維持できないおそれがある場合をいう。 



 
別表２－２ 原子力災害対策特別措置法第１０条第１項に基づく通報基準（１/７） 

 
ＥＡＬ番号 ＳＥ０１ ＢＷＲ 

ＥＡＬ略称 敷地境界付近の放射線量の上昇 

ＥＡＬ (1)放射線測定設備について，単位時間（2分以内のものに限る。）ごとのガンマ線の放射線量

を測定し 1 時間あたりの数値に換算して得た数値が 5μSv/h 以上の放射線量を検出するこ

と。ただし，次の各号のいずれかに該当する場合は，当該数値は検出されなかったこととす

る。 

 (a)排気筒及び指定エリアモニタに示す測定設備により検出された数値に異常が認められ

ないものとして，原子力規制委員会に報告した場合 

 (b)当該数値が落雷の時に検出された場合 

(2)放射線測定設備のすべてについて５μSv/h を下回っている場合において，当該放射線測定

設備の数値が１μSv/h 以上であるときは，当該放射線測定設備における放射線量と原子炉の

運転等のための施設の周辺において，中性子線が検出されないことが明らかになるまでの

間，中性子線測定用可般式測定器により測定した中性子の放射線量とを合計して得た数値

が，５μSv/h 以上のものとなっているとき。 

事業者解釈 ・ ここでいう「放射線測定設備」とは，原子力事業者防災業務計画別図により配置された放

射線測定設備をいう。 

・ (1)項の「単位時間（2 分以内に限る。）」を放射線測定設備のデジタル値で確認する場合

は，そのデジタル値の間隔(２分以内)を指定できるものとする。 

・ (1)(a)項の「検出された数値に異常が認められない」とは，放射線測定設備において，5

μSv/h 以上の放射線量を検出したときに速やかに原子力防災資機材の排気筒モニタ及び

指定エリアモニタの警報が動作していないか，又は指示値が有意に変化していないことを

確認した場合とする。 

・ (1)(a)項の「原子力規制委員会へ報告した場合」とは，これらモニタ等に異常がないこと

を確認した場合において，以下の事項について，原子力規制委員会へ電話で連絡した場合

をいう。 

 a. プラントが SE，GE の状態ではないこと。 

 b. 通報事象等規則第 3条の 2により，報告するものであること。 

 c. 放射線測定設備の指示上昇の原因はプラント由来のものではないこと。 

 d. 特定事象の通報は実施しないこと。 

・ (2)項の 1μSv/h 以上である場合において，原子力防災資機材の排気筒モニタ及び指定エ

リアモニタの警報が動作していないか，又は指示値が有意に変化していないことを確認し

た場合も検出されなかったものとみなす。 

規制庁解説 原子力事業所の区域の境界付近等において原災法第１０条に基づく通報の判断基準として

政令等で定める基準以上の放射線量又は放射性物質が検出された場合（事業所外運搬に係る

場合を除く。）。 

 

 



 
別表２－２ 原子力災害対策特別措置法第１０条第１項に基づく通報基準（２/７） 

 
 

 

 

ＥＡＬ番号 ＳＥ０２ ＢＷＲ 

ＥＡＬ略称 通常放出経路での気体放射性物質の放出 

ＥＡＬ 当該原子力事業所における原子炉の運転等のための施設の排気筒その他これらに類する場

所において，当該原子力事業所の区域の境界付近に達した場合におけるその放射能水準が５μ

Sv/h に相当する以上の気体放射性物質が検出されたこと。（10 分間以上継続） 

事業者解釈 ・ 「排気筒その他これらに類する場所」とは，原子力防災資機材の排気筒モニタリング設備

及びその他の固定式測定設備の設置してある場所とする。 

・ この計測器での放射性物質の検出は，通報事象等規則第 5 条による。 

・ 「10 分間以上検出」について，デジタル値で確認する場合においては，10 分間以上そのデ

ジタル値が連続した場合とすることができる。 

・ 放射能水準が５μSv/h に相当する以上の気体放射性物質が検出されたこととは、排気筒モ

ニタが以下の規準を超えた場合による。 

 

 1 号機 2 号機 3 号機 4 号機 
集中Ｒ

Ｗ 

排気筒モニ

タ基準 

(cps) 

２３０ ６８０ ９３０ ７８０ ２９０ 

 

・ この EAL を検出した場合は，GE02 と放射線量の基準が同一であるため，SE02 及び GE02 を

検出したとして，GE02 の書式により通報を行う。 

 

規制庁解説 原子力事業所の区域の境界付近等において原災法第１０条に基づく通報の判断基準として

政令等で定める基準以上の放射線量又は放射性物質が検出された場合（事業所外運搬に係る場

合を除く。）。 

ＥＡＬ番号 ＳＥ０３ ＢＷＲ 

ＥＡＬ略称 通常放出経路での液体放射性物質の放出 

ＥＡＬ  当該原子力事業所における原子炉の運転等のための施設の排水口その他これらに類する場

所において，当該原子力事業所の区域の境界付近に達した場合におけるその放射能水準が５μ

Sv/h に相当する以上の液体放射性物質が検出されたこと。（10 分間以上継続） 

事業者解釈 ・ 「排水口その他これらに類する場所」とは，原子力防災資機材の固定式測定設備を設置し

ている場所とする。 

・ この計測器での検出は，通報事象等規則第 5 条による。 

・ 「10 分間以上検出」について，デジタル値で確認する場合においては，10 分間以上そのデ

ジタル値が連続した場合とすることができる。 

・ 放射能水準が５μSv/h に相当する以上の液体放射性物質が検出されたこととは、放水口モ

ニタが以下の規準に達したものとする。 

 

 １号機～４号機  １３，０００ｃｐｓ 

 

・ この EAL を検出した場合は，GE03 と放射線量の基準が同一であるため，SE03 及び GE03 を

検出したとして，GE03 の書式により通報を行う。 

 

規制庁解説 原子力事業所の区域の境界付近等において原災法第１０条に基づく通報の判断基準として

政令等で定める基準以上の放射線量又は放射性物質が検出された場合（事業所外運搬に係る場

合を除く。）。 



 
別表２－２ 原子力災害対策特別措置法第１０条第１項に基づく通報基準（３/７） 

 
 

 

 

ＥＡＬ番号 ＳＥ０４ ＢＷＲ 

ＥＡＬ略称 火災爆発等による管理区域外での放射線の放出 

ＥＡＬ  当該原子力事業所の区域内の場所のうち原子炉の運転等のための施設の内部に設定された

管理区域外の場所において，火災，爆発その他これらに類する事象の発生の際に，50μSv/h 以

上の放射線量の水準が 10 分間以上継続して検出されたこと，又は，火災，爆発その他これら

に類する事象の状況により放射線量の測定が困難である場合であって，その状況にかんがみ，

放射線量が検出される蓋然性が高いこと。 

事業者解釈 ・ 事業所内での放射性物質の輸送の場合において，輸送容器外で放射線量を検出した場合に

も適用する。 

・ 「50μSv/h 以上の放射線量の水準が 10 分間以上検出されたこと」とは，原子力防災資機

材のガンマ線測定用サーベイメータで検出された数値が，水準として 50μSv/h 以上となっ

て，その状態が 10 分間以上継続した場合をいう。 

規制庁解説 原子力事業所の区域の境界付近等において原災法第１０条に基づく通報の判断基準として

政令等で定める基準以上の放射線量又は放射性物質が検出された場合（事業所外運搬に係る場

合を除く。）。 

ＥＡＬ番号 ＳＥ０５ ＢＷＲ 

ＥＡＬ略称 火災爆発等による管理区域外での放射性物質の放出 

ＥＡＬ  当該原子力事業所の区域内の場所のうち原子炉の運転等のための施設の内部に設定された管

理区域外の場所において，火災，爆発その他これらに類する事象の発生の際に，当該場所におけ

る放射能水準が 5μSv/h に相当するものとして空気中の放射性物質について次に掲げる放射能

水準以上の放射性物質が検出されたこと，又は，火災，爆発その他これらに類する事象の状況に

より放射性物質の濃度の測定が困難である場合であって，その状況にかんがみ，次に掲げる放

射性物質が検出される蓋然性が高いこと。 

(a) 検出された放射性物質の種類が明らかで，かつ，一種類である場合にあっては，放射性物

質の種類又は区分に応じた空気中濃度限度に 50 を乗じて得た値 

(b) 検出された放射性物質の種類が明らかで，かつ，二種類以上の放射性物質がある場合にあ

っては，それらの放射性物質の濃度のそれぞれその放射性物質についての前号の規定により

得られた値に対する割合の和が一となるようなそれらの放射性物質の濃度の値 

(c) 検出された放射性物質の種類が明らかでない場合にあっては，空気中濃度限度（当該空気

中に含まれていないことが明らかである放射性物質の種類に係るものを除く。）のうち，最

も低いものに 50 を乗じて得た値 

事業者解釈 ・ 事業所内での放射性物質の輸送の場合において，輸送容器外で放射性物質を検出した場合

にも適用する。 

・ 「放射能水準以上の放射性物質が検出されたこと」とは，原子力事業者防災業務計画別表の

「可搬式ダスト測定関連機器（サンプラ，測定器）及び可搬式放射性ヨウ素測定関連機器（サ

ンプラ，測定器）」により，(a)～(c)の濃度以上の放射性物質が検出された場合をいう。 

詳細は別紙に示す。 

規制庁解説 原子力事業所の区域の境界付近等において原災法第１０条に基づく通報の判断基準として政

令等で定める基準以上の放射線量又は放射性物質が検出された場合（事業所外運搬に係る場合

を除く。）。 

ＥＡＬ番号 ＳＥ０６ ＢＷＲ 

ＥＡＬ略称 施設内(原子炉外)臨界事故の恐れ 

ＥＡＬ  原子炉の運転等のための施設の内部（原子炉の内部を除く。）において，核燃料物質等の形状

による管理，質量による管理その他の方法による管理が損なわれる状態その他の臨界状態の発

生の蓋然性が高い状態にあること。 

事業者解釈 ・ 原子炉外臨界について，原災法はプラント事象で区分されるが，臨界状態は放射線量の測

定によって検出される可能性があるため，蓋然性を含め放射線・放射能放出のＥＡＬ区分と

する。 

規制庁解説 － 



 
別表２－２ 原子力災害対策特別措置法第１０条第１項に基づく通報基準（４/７） 

 
 

 

ＥＡＬ番号 ＳＥ５５ ＢＷＲ 

ＥＡＬ略称 防護措置の準備及び一部実施が必要な事象の発生 

ＥＡＬ  その他原子炉施設以外に起因する事象が原子炉施設に影響を及ぼすおそれがあること等放

射性物質又は放射線が原子力事業所外へ放出され，又は放出されるおそれがあり，原子力事業

所周辺において，緊急事態に備えた防護措置の準備及び防護措置の一部の実施を開始する必要

がある事象が発生すること。 

事業者解釈 (1)「その他原子炉施設以外に起因する事象」とは，破壊妨害行為等，プラントの安全を維持す

る機能に不具合を引き起こすような事象をいう。 

(2)「原子炉施設に影響を及ぼすおそれがあること等放射性物質又は放射線が原子力事業所外

へ放出され，又は放出されるおそれがあり，原子力事業所周辺において，緊急事態に備えた防

護措置の準備及び防護措置の一部の実施を開始する必要がある事象」とは，原子力施設に影響

を及ぼすおそれにより放射線又は放射性物質が放出されうる状況であると原子力防災管理者

が判断した事象をいう。 

規制庁解説  放射性物質又は放射線が異常な水準ではないものの，原子力事業所外へ放出され，又はされ

るおそれがあり，原子炉施設周辺において，緊急事態に備えた防護措置の準備及び施設敷地緊

急事態要避難者の避難を開始する必要があることから施設敷地緊急事態の判断基準とする。 

 

ＥＡＬ番号 ＸＳＥ※６１  

ＥＡＬ略称 事業所外運搬での放射線量の上昇 

ＥＡＬ  事業所外運搬に使用する容器から 1m 離れた場所において、100μSv/h 以上の放射線量が

主務省令で定めるところにより検出されたこと。 

 主務省令で定めるところとは「通報すべき事業所外運搬に係る事象等に関する省令第２条

第１項」 

令第 4条第 4項第 4号の規定による放射線量の検出は、火災、爆発その他これらに類する事

象の発生の際に検出することとする。 

事業者解釈 － 

規制庁解説 － 

 

ＥＡＬ番号 ＸＳＥ※６２  

ＥＡＬ略称 事業所外運搬での放射性物質の漏えい 

ＥＡＬ 事業所外運搬の場合にあって、火災、爆発その他これらに類する事象の発生の際に、当該

事象に起因して、当該運搬に使用する容器から放射性物質が漏えいすること又は当該漏えい

の蓋然性が高い状態にあること。 

事業者解釈  事業所外運搬からはＬ型輸送物あるいはＩＰ-１型輸送物を除く。 

規制庁解説 － 

※ＸＳＥ；事業所外運搬時における施設敷地緊急事態判断するＥＡＬ。 

ＥＡＬ番号 ＳＥ３１ ＢＷＲ 

ＥＡＬ略称 使用済燃料貯蔵槽の冷却機能喪失 

ＥＡＬ 使用済燃料貯蔵槽の水位が照射済燃料集合体の頂部から上方２メートルの水位まで低下するこ

と。 

事業者解釈 (1)「使用済燃料貯蔵槽の水位が照射済燃料集合体の頂部から上方２メートルの水位まで低下し

たとき」とは、注水設備（可搬型設備を含む）による貯蔵槽への水補給を行っても水位低下傾向

が止まらず、使用済燃料貯蔵プールの水位計、監視カメラ等により、「燃料集合体頂部より上方

２メートルの水位に達すること」を確認した場合をいう。 

規制庁解説 上記の場合、直ちに照射済燃料集合体の冷却性が喪失するわけではないが、何らかの異常の

発生により、水位低下が継続し遮蔽能力の低下がおこり、現場への立入りが困難になるおそれ

があるという事象の重大性に鑑み、施設敷地緊急事態の判断基準とする。 



別表２－２ 原子力災害対策特別措置法第１０条第１項に基づく通報基準（５／７） 
 

添付 原子力防災管理者が通報すべき事象等に関する規則第５条第１項の規定に基づく水準 
（１／２） 

場合 基準 検出 
一 検出され

た放射性物質

の種類が明ら

かで，かつ，

１種類の放射

性物質である

場合 

イ 濃度の測定により管理すべき空気中

の放射性物質にあっては，放射性物質の種

類に応じた空気中濃度限度を排気筒その

他これらに類する場所における１秒間当

たりの放出風量で除して得た値に，当該放

射性物質が放出される地点の特性に係る

別表に基づく係数を乗じて得た値 

イの値を１０分間以上

継続して検出すること。 

ロ 放射能の測定により管理すべき空気

中の放射性物質にあっては，放射性物質の

種類に応じた空気中濃度限度に，当該放射

性物質が放出される地点の特性に係る別

表に基づく係数を乗じて得た値 

ロの値を累積（原子炉の

運転等のための施設の

通常の運転状態におけ

る放射性物質の放出に

よる累積を除く。）して

検出すること。 
ハ 水中の放射性物質にあっては，放射性

物質の種類に応じた水中濃度限度に５０

を乗じて得た値 

ハの値を１０分間以上

継続して検出すること。 

二 検出され

た放射性物質

の種類が明ら

かで，かつ，

２種類以上の

放射性物質が

ある場合 

イ 濃度の測定により管理すべき空気中

の放射性物質にあっては，それらの放射性

物質の濃度のそれぞれその放射性物質の

濃度についての前号イの規定により得ら

れた値に対する割合の和が一となるよう

なそれらの放射性物質の濃度 

イの値を１０分間以上

継続して検出すること。 

ロ 放射能の測定により管理すべき空気

中の放射性物質にあっては，それらの放射

性物質の放射能のそれぞれその放射性物

質の放射能についての前号ロの規定によ

り得られた値に対する割合の和が一とな

るようなそれらの放射性物質の放射能の

値 

ロの値を累積（原子炉の

運転等のための施設の

通常の運転状態におけ

る放射性物質の放出に

よる累積を除く。）して

検出すること。 

ハ 水中の放射性物質にあっては，それら

の放射性物質の濃度のそれぞれの放射性

物質の濃度についての前号ハの規定によ

り得られた値に対する割合の和が一とな

るようなそれらの放射性物質の濃度 

ハの値を１０分間以上

継続して検出すること。 



別表２－２ 原子力災害対策特別措置法第１０条第１項に基づく通報基準（６／７） 
   
添付 原子力防災管理者が通報すべき事象等に関する規則第５条第１項の規定に基づく水準 
（２／２） 

場合 基準 検出 
三 検出され

た放射性物質

の種類が明ら

かでない場合 

イ 濃度の測定により管理すべき空気中

の放射性物質にあっては，空気中濃度限度

（当該空気中に含まれていないことが明

らかである放射性物質の種類に係るもの

を除く。）を排気筒その他これらに類する

場所における１秒間当たりの放出風量で

除して得た値のうち，最も低いものに，当

該放射性物質が放出される地点の特性に

係る別表に基づく係数を乗じた値 

イの値を１０分間以上

継続して検出すること。 

ロ 放射能の測定により管理すべき空気

中の放射性物質にあっては，空気中濃度限

度（当該空気中に含まれていないことが明

らかである放射性物質の種類に係るもの

を除く。）のうち，最も低いものに，当該

放射性物質が放出される地点の特性に係

る別表に基づく係数を乗じて得た値 

ロの値を累積（原子炉の

運転等のための施設の

通常の運転状態におけ

る放射性物質の放出に

よる累積を除く。）して

検出すること。 

ハ 水中の放射性物質にあっては，水中濃

度限度（当該水中に含まれていないことが

明らかである放射性物質の種類に係るも

のを除く。）のうち，最も低いものに５０

を乗じて得た値 

ハの値を１０分間以上

継続して検出すること。 

 
空気中濃度限度：実用発電用原子炉の設置，運転等に関する規則第９０条第４号の原子力

規制委員会が定める濃度限度に係るもの（略）をいう。 
水中濃度限度：実用発電用原子炉の設置，運転等に関する規則第９０条第７号の原子力規

制委員会が定める濃度限度に係るもの（略）をいう。 



別表２－２ 原子力災害対策特別措置法第１０条第１項に基づく通報基準（７／７） 

別表（原子力防災管理者が通報すべき事象等に関する規則第５条関係） 

 

（１）濃度の測定により管理すべき空気中の放射性物質に関する係数                    単位［ｍ３／ｓ］ 

 排気筒等の放射性物質の測定を行っている場所から敷地境界までの水平距離（ｍ） 

放
射
性
物
質
が
放
出
さ
れ
る
拠
点
の
地
表
か
ら
の
高
さ
（
注
）
（
ｍ
） 

 
20 未満 

20 以上

30 未満 

30 以上

40 未満 

40 以上

50 未満 

50 以上

60 未満 

60 以上

70 未満 

70 以上

80 未満 

80 以上

90 未満 

90 以上

100 未満 

100 以上

200 未満 

200 以上

300 未満 

300 以上

400 未満 

400 以上

500 未満 

500 以上

600 未満 

600 以上

700 未満 

700 以上

800 未満 

800 以上

900 未満 

900 以上 

1000 未満 

1000 以上 

1 未満 1×10 5×10 1×102 1×102 1×102 5×102 5×102 5×102 1×103 1×103 5×103 1×104 1×104 1×104 1×104 1×104 5×104 5×104 5×104 

1 以上 

10 未満 
1×102 1×102 1×102 1×102 5×102 5×102 5×102 1×103 1×103 1×103 5×103 1×104 1×104 1×104 1×104 1×104 5×104 5×104 5×104 

10 以上 

20 未満 
1×104 1×104 1×104 1×104 1×104 1×104 1×104 1×104 1×104 1×104 1×104 1×104 1×104 1×104 5×104 5×104 5×104 5×104 5×104 

20 以上 

30 未満 
1×105 1×105 1×105 1×105 1×105 1×105 1×105 1×105 1×105 1×105 1×105 1×105 1×105 1×105 1×105 1×105 1×105 1×105 1×105 

30 以上 

40 未満 
1×105 1×105 1×105 1×105 1×105 1×105 1×105 1×105 1×105 1×105 1×105 1×105 1×105 1×105 1×105 1×105 1×105 1×105 1×105 

40 以上 

50 未満 
1×105 1×105 1×105 1×105 1×105 1×105 1×105 1×105 1×105 1×105 1×105 5×105 5×105 5×105 5×105 5×105 5×105 5×105 5×105 

50 以上 

60 未満 
5×105 5×105 5×105 5×105 5×105 5×105 5×105 5×105 5×105 5×105 5×105 5×105 5×105 5×105 5×105 5×105 1×106 1×106 1×106 

60 以上

70 未満 
5×105 5×105 5×105 5×105 5×105 5×105 5×105 5×105 5×105 5×105 5×105 5×105 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 

70 以上

80 未満 
1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 

80 以上

90 未満 
1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 

90 以上

100 未満 
1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 

100 以上

110 未満 
1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 

110 以上

120 未満 
1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 

120 以上

130 未満 
1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 

130 以上

140 未満 
1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 

140 以上

150 未満 
1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 5×106 

150 以上 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 1×106 5×106 5×106 5×106 5×106 

（注）高さは，吹き上げ高さや建屋，地形の影響等を考慮した見かけの放出源高さを用いることができる。 

 



 
別表２－３ 原子力災害対策特別措置法第１５条第１項の原子力緊急事態宣言発令の基準 

（１／４） 
 

ＥＡＬ番号 ＧＥ０１ ＢＷＲ 

ＥＡＬ略称 敷地境界付近の放射線量の上昇 

ＥＡＬ (1)放射線測定設備について，単位時間（2分以内のものに限る。）ごとのガンマ線の放射線量を

測定し 1 時間あたりの数値に換算して得た数値が 5μSv/h 以上（これらの放射線量が２地点以

上において検出された場合又は１０分間以上継続して検出された場合に限る。）の放射線量を

検出すること。ただし，次の各号のいずれかに該当する場合は，当該数値は検出されなかった

こととする。 

 (a)排気筒及び指定エリアモニタに示す測定設備により検出された数値に異常が認められな

いものとして，原子力規制委員会に報告した場合 

 (b)当該数値が落雷の時に検出された場合 

(2)放射線測定設備のすべてについて５μSv/h を下回っている場合において，当該放射線測定設

備の数値が１μSv/h 以上であるときは，当該放射線測定設備における放射線量と原子炉の運転

等のための施設の周辺において，中性子線が検出されないことが明らかになるまでの間，中性

子線測定用可般式測定器により測定した中性子の放射線量とを合計して得た数値が，５μSv/h

以上のものとなっているとき。 

事業者解釈 ・ ここでいう「放射線測定設備」とは，原子力事業者防災業務計画別図により配置された放

射線測定設備をいう。 

・ (1)項の「単位時間（2分以内に限る。）」を放射線測定設備のデジタル値で確認する場合は，

そのデジタル値の間隔(２分以内)を指定できるものとする。 

・ (1)(a)項の「検出された数値に異常が認められない」とは，放射線測定設備において，5μ

Sv/h 以上の放射線量を検出したときに速やかに原子力防災資機材の排気筒モニタ及び指定

エリアモニタの警報が動作していないか，又は指示値が有意に変化していないことを確認し

た場合とする。 

・ (1)(a)項の「原子力規制委員会へ報告した場合」とは，これらモニタ等に異常がないこと

を確認した場合において，以下の事項について，原子力規制委員会へ電話で連絡した場合を

いう。 

 a. プラントが SE，GE の状態ではないこと。 

 b. 通報事象等規則第 3条の 2により，報告するものであること。 

 c. 放射線測定設備の指示上昇の原因はプラント由来のものではないこと 

 d. 特定事象の通報は実施しないこと。 

・ (2)項の 1μSv/h 以上である場合において，原子力防災資機材の排気筒モニタ及び指定エリ

アモニタの警報が動作していないか，又は指示値が有意に変化していないことを確認した場

合も検出されなかったものとみなす。 

規制庁解説 原子力事業所の区域の境界付近等において原災法第１５条に基づく緊急事態宣言の判断基準

として政令等で定める基準以上の放射線量又は放射性物質が検出された場合（事業所外運搬に

係る場合を除く。）。 

 



 
別表２－３ 原子力災害対策特別措置法第１５条第１項の原子力緊急事態宣言発令の基準 

（２／４） 
 

ＥＡＬ番号 ＧＥ０２ ＢＷＲ 

ＥＡＬ略称 通常放出経路での気体放射性物質の放出 

ＥＡＬ 当該原子力事業所における原子炉の運転等のための施設の排気筒その他これに類する場所に

おいて，当該原子力事業所の区域の境界付近に達した場合におけるその放射能水準が５μSv/h

に相当する以上の気体放射性物質が検出されたこと。（10 分間以上継続） 

事業者解釈 ・ この EAL を検出した場合は，SE02 と放射線量の基準が同一であるため，SE02 及び GE02 を

検出したとして，GE02 の書式により通報を行う。 

規制庁解説 原子力事業所の区域の境界付近等において原災法第１５条に基づく緊急事態宣言の判断基準

として政令等で定める基準以上の放射線量又は放射性物質が検出された場合（事業所外運搬に

係る場合を除く。）。 

 

ＥＡＬ番号 ＧＥ０３ ＢＷＲ 

ＥＡＬ略称 通常放出経路での液体放射性物質の放出 

ＥＡＬ  当該原子力事業所における原子炉の運転等のための施設の排水口その他これに類する場所に

おいて，当該原子力事業所の区域の境界付近に達した場合におけるその放射能水準が５μSv/h

に相当する以上の液体放射性物質が検出されたこと。（10 分間以上継続） 

事業者解釈  この EAL を検出した場合は，SE03 と放射線量の基準が同一であるため，SE03 及び GE03 を検

知したとして，GE 03 の書式により通報を行う。 

規制庁解説 原子力事業所の区域の境界付近等において原災法第１５条に基づく緊急事態宣言の判断基準

として政令等で定める基準以上の放射線量又は放射性物質が検出された場合（事業所外運搬に

係る場合を除く。）。 

 

ＥＡＬ番号 ＧＥ０４  

ＥＡＬ略称 火災爆発等による管理区域外での放射線の異常放出 

ＥＡＬ  当該原子力事業所の区域内の場所のうち原子炉の運転等のための施設の内部に設定された管

理区域外の場所において，火災，爆発その他これらに類する事象の発生の際に，当該場所にお

ける放射線量の水準として 5mSv/h が検出されたこと，又は，火災，爆発その他これらに類する

事象の状況により放射線量の測定が困難である場合であって，その状況にかんがみ，放射線量

が検出される蓋然性が高いこと。 

事業者解釈 ・ 「放射線量の水準として 5mSv/h が検出されたこと」とは，原子力防災資機材のガンマ線測

定用サーベイメータで検出された数値が，水準として 5mSv/h 以上となっている場合とする。 

規制庁解説 原子力事業所の区域の境界付近等において原災法第１５条に基づく緊急事態宣言の判断基準

として政令等で定める基準以上の放射線量又は放射性物質が検出された場合（事業所外運搬に

係る場合を除く。）。 



 
別表２－３ 原子力災害対策特別措置法第１５条第１項の原子力緊急事態宣言発令の基準 

（３／４） 
 

 

 

ＥＡＬ番号 ＧＥ０６ ＢＷＲ 

ＥＡＬ略称 施設内（原子炉外）での臨界事故 

ＥＡＬ 原子炉の運転等のための施設の内部（原子炉の内部を除く。）において，核燃料物質が臨界状

態にあること。 

事業者解釈 ・ 原子炉外臨界について，原災法はプラント事象で区分されるが，臨界状態は放射線量の測

定によって検出される可能性があるため，蓋然性を含め放射線・放射能放出のＥＡＬ区分と

する。 

規制庁解説 － 

 

ＥＡＬ番号 ＧＥ３１ ＢＷＲ 

ＥＡＬ略称 使用済燃料貯蔵槽の冷却機能喪失・放射線放出  

ＥＡＬ 使用済燃料貯蔵槽の水位が照射済燃料集合体の頂部の水位まで低下すること。 

事業者解釈 (1)「使用済燃料貯蔵槽の水位が照射済燃料集合体の頂部の水位まで低下したとき」とは，注水

設備（可搬型設備含む）による貯蔵槽への水補給を行っても水位低下傾向が止まらず，使用済燃

料貯蔵プールの水位計，監視カメラ等により，「燃料集合体頂部の水位に達すること」を確認し

た場合をいう。 

規制庁解説 上記の場合，直ちに燃料集合体の冷却性が喪失するわけではないが，何らかの異常の発生によ

り，水位が低下し続け遮蔽能力の低下が起こり，現場へのアクセスが困難になるという事象の重

大性に鑑み，全面緊急事態の判断基準とする。 

なお，使用済み燃料貯蔵槽の水位の維持・回復の手段等は，可搬型を含む全ての設備が考慮さ

れる。 

 

 

 

 

 

 

ＥＡＬ番号 ＧＥ０５ ＢＷＲ 

ＥＡＬ略称 火災爆発等による管理区域外での放射性物質の異常放出 

ＥＡＬ  当該原子力事業所の区域内の場所のうち原子炉の運転等のための施設の内部に設定された管

理区域外の場所において，火災，爆発その他これらに類する事象の発生の際に，当該場所にお

けるその放射能水準が 1 時間当たり 500μSv/h に相当するものとして空気中の放射性物質につ

いて次に掲げる放射能水準以上の放射性物質が検出されたこと又は，火災，爆発その他これら

に類する事象の状況により放射性物質の濃度の測定が困難である場合であって，その状況にか

んがみ，次に掲げる放射性物質が検出される蓋然性が高いこと。 

(a) 検出された放射性物質の種類が明らかで，かつ，一種類である場合にあっては，放射性物

質の種類又は区分に応じた空気中濃度限度に 5,000 を乗じて得た値 

(b) 検出された放射性物質の種類が明らかで，かつ，二種類以上の放射性物質がある場合にあ

っては，それらの放射性物質の濃度のそれぞれその放射性物質についての前号の規定により

得られた値に対する割合の和が一となるようなそれらの放射性物質の濃度の値 

(c) 検出された放射性物質の種類が明らかでない場合にあっては，空気中濃度限度（当該空気

中に含まれていないことが明らかである放射性物質の種類に係るものを除く。）のうち，最

も低いものに 5,000 を乗じて得た値 

事業者解釈 ・ 「放射能水準以上の放射性物質が検出されたこと」とは，原子力防災資機材の可搬式ダス

ト測定関連機器（サンプラ，測定器）又は可搬式放射性ヨウ素測定関連機器（サンプラ，測

定器）により，(a)～(c)の濃度以上の放射性物質が検出された場合をいう。 

規制庁解説 原子力事業所の区域の境界付近等において原災法第１５条に基づく緊急事態宣言の判断基準

として政令等で定める基準以上の放射線量又は放射性物質が検出された場合（事業所外運搬に

係る場合を除く。）。 



 
別表２－３ 原子力災害対策特別措置法第１５条第１項の原子力緊急事態宣言発令の基準 

（４／４） 
 

 

ＥＡＬ番号 ＧＥ５５ BWR 

ＥＡＬ略称 住民の防護措置を開始する必要がある事象発生 

ＥＡＬ  その他原子炉施設以外に起因する事象が原子炉施設に影響を及ぼすこと等放射性物質又は放

射線が異常な水準で原子力事業所外へ放出され，又は放出されるおそれがあり，原子力事業所周

辺の住民の避難を開始する必要がある事象が発生すること。 

事業者解釈 (1)「その他原子炉施設以外に起因する事象」とは，破壊妨害行為等，プラントの安全を維持す

る機能に不具合を引き起こすような事象をいう。 

(2)「原子炉施設に影響を及ぼすこと等放射性物質又は放射線が異常な水準で原子力事業所外へ

放出され，又は放出されるおそれがあり，原子力事業所周辺において，緊急事態に備えた防護措

置の準備及び防護措置の一部の実施を開始する必要がある事象」とは，原子力施設への影響によ

り放射線又は放射性物質が放出されうる状況であると原子力防災管理者が判断した事象をいう。 

規制庁解説  原子炉施設周辺の住民の避難等を開始する必要があることから全面緊急事態の判断基準とす

る。 

 

ＥＡＬ番号 ＸＧＥ※６１ ＢＷＲ 

ＥＡＬ略称 事業所外運搬での放射線量の異常上昇 

ＥＡＬ  事業所外運搬に使用する容器から 1m 離れた場所において、１０ｍSv/h 以上の放射線量が主

務省令で定めるところにより検出されたこと。 

 主務省令で定めるところとは「通報すべき事業所外運搬に係る事象等に関する省令第２条第

１項」 

令第 4条第 4項第 4号の規定による放射線量の検出は、火災、爆発その他これらに類する事

象の発生の際に検出することとする。 

事業者解釈 － 

規制庁解説 － 

 

ＥＡＬ番号 ＸＧＥ※６２ ＢＷＲ 

ＥＡＬ略称 事業所外運搬放射性物質の異常漏えい 

ＥＡＬ 事業所外運搬の場合にあって、火災、爆発その他これらに類する事象の発生の際に、当該事象

に起因して、当該運搬に使用する容器から原子力災害対策特別措置法に基づき原子力防災管理

者が通報すべき事業所外運搬に係る事象等に関する省令第４条に定められた量の放射性物質が

漏えいすること又は当該漏えいの蓋然性が高い状態にあること。 

事業者解釈 ・事業所外運搬からはＩＰ型輸送物を除く。 

 ・定められた量の放射性物質が漏えいすることとはＡ２値（１ｍ離れた地点において 30 分間

で被ばくする量が 50mSv となるような放射能量）を検出することを言う。 

規制庁解説 － 

※ＸＧＥ；事業所外運搬時における全面緊急事態判断するＥＡＬ。 

 



  

 

 

 

 

 

様   式   集



 

 

 
様式７－１ 

警戒事態該当事象発生連絡（第  報） 

平成   年  月  日 

原子力規制委員会，福島県知事，楢葉町長，富岡町長 殿 

        警戒事態該当事象連絡      連絡者名                  

連 絡 先                      

 警戒事態該当事象の発生について、原子力災害対策指針及び福島第二原子力発電所原

子力事業者防災業務計画に定めるところに基づき連絡します。 

原子力事業所の名称 

及び場所 

福島第二原子力発電所 
福島県双葉郡楢葉町大字波倉字小浜作１２ 

警戒事態該当事象の発生箇所 福島第二原子力発電所   号機 

警戒事態該当事象の発生時刻 平成  年  月  日  時  分 （２４時間表示） 

発

生

し

た

警

戒

事

態

該

当

事

象

の

概

要 

警戒事態該当事象

の種類 

 

 

□AL31 使用済燃料貯蔵槽の冷却機能喪失 

□外的な事象による原子力施設への影響 

 □所在市町村で震度６弱以上の地震発生 

 □所在市町村で大津波警報発表 

 □その他 

 

想定される原因 
故障，誤操作，漏えい，火災，爆発，地震，調査中， 

その他（                   ） 

 

検出された放射 

線量の状況、検  

出された放射性 

物質の状況又は 

主な施設・設備 

等の状態等 

原子炉の運転状態 

 発生前（運転中，起動操作中，停止操作中，停止中） 

 発生後（状態継続，停止操作中，全制御棒全挿入）  

ＥＣＣＳ系の作動状態  

（要求信号／有・無，成功，一部失敗，全台失敗） 

排気筒放射線モニタの指示値（排気筒名：       ） 

 変化無し,変化有り（発生前の値   cps→最大値 cps） 

モニタリングポストの指示値   

 変化無し，変化有り 

 (発生前の値   nGy/h→最大値   nGy/h,MPNo.   ） 

その他 

                              

その他警戒事態該当事

象の把握に参考となる

情報 

                             

                             

備考 この用紙の大きさは，日本工業規格Ａ４とする。



 

 

様式７－２ 

 

警戒事態該当事象発生連絡後の状況報告    （第   報） 

平成   年  月  日 

 原子力規制委員会，福島県知事，楢葉町長，富岡町長 殿 

                             連絡者名                  

                             連 絡 先                  

 

 原子力災害対策指針及び福島第二原子力発電所原子力事業者防災業務計画に基づき，警戒事態

該当事象発生連絡後の状況を以下のとおり連絡します。 

原子力事業所の名称

及び場所 

福島第二原子力発電所 

福島県双葉郡楢葉町大字波倉字小浜作１２ 

警戒事態該当事象 

の発生箇所（注１） 
福島第二原子力発電所   号機 

警戒事態該当事象 

の発生時刻（注１） 
平成  年  月  日  時  分 （２４時間表示） 

警戒事態該当事象 

の種類（注１） 
 

発生 事 象と対 応の概

要（注２） 

（対応日時，対応の概要） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

その他の事項の対応 

（注３）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考  この用紙の大きさは，日本工業規格Ａ４とする。 

（注１）最初に発生した警戒事態該当事象の発生箇所，発生時刻，種類について記載する。 
（注２）設備機器の状況，故障機器の応急復旧，拡大防止措置等の時刻，場所，内容について発

生時刻順に記載する。 

（注３）発電所警戒本部の設置状況，被ばく患者発生状況等について記載する。 

警戒事態該当事象発生後の経過連絡 



 

 

様式８－１ 

特定事象発生通報（原子炉施設）     （第   報） 

平 成   年   月   日 

内閣総理大臣，原子力規制委員会，福島県知事，楢葉町長，富岡町長 殿 

第 １０ 条 通 報 

 

 

通報者名                 

連絡先                    

特定事象の発生について，原子力災害対策特別措置法第１０条第１項の規定に基づ

き通報します。 

原子力事業所の名称 

及び場所 

福島第二原子力発電所 
福島県双葉郡楢葉町大字波倉字小浜作１２ 

特定事象の発生箇所  福島第二原子力発電所  号機             

特定事象の発生時刻 平成  年  月   日   時  分  （２４時間表示）                    

発
生
し
た
特
定
事
象
の
概
要 

特定事象の種類 

 
原子力災害対策特別措置法 10 条第 1 項に基づく基準 
 

＊□SE01 敷地境界付近の放射線量の上昇 

 

 

 

 

＊□SE04 火災爆発等による管理区域外での

放射線の放出 

＊□SE05 火災爆発等による管理区域外での

放射性物質の放出 

＊□SE06 施設内(原子炉外)臨界事故のおそ

れ 

＊□SE31 使用済燃料貯蔵槽の冷却機能喪失 

 

＊□SE55 防護措置の準備及び一部実施が

必要な事象発生 

 
原子力災害対策特別措置法 15 条第 1 項に基づく基準  
 

＊□GE01 敷地境界付近の放射線量の上昇 

＊□GE02･SE02 通常放出経路での気体放射性

物質の放出 

＊□GE03･SE03 通常放出経路での液体放射性

物質の放出 

＊□GE04 火災爆発等による管理区域外での

放射線の異常放出 

＊□GE05 火災爆発等による管理区域外での

放射性物質の異常放出 

＊□GE06 施設内（原子炉外）での臨界事故 

 

＊□GE31 使用済燃料貯蔵槽の冷却機能喪

失・放射線放出※１ 

 

＊□GE55 住民の避難を開始する必要がある

事象発生 

（注記：＊は電離放射線障害防止規則第７条の２第２項に該当する事象を示す） 

想 定 さ れ る 

原 因 

故障，誤操作，漏えい，火災，爆発，地震，調査中，       

その他（                       ） 

検出された放射

線量の状況，検

出された放射性

物質の状況又は

主な施設・設備

等の状態等 

原子炉の運転状態 
 発生前（運転中，起動操作中，停止操作中，停止中） 
 発生後（状態継続，停止操作中，停止，停止失敗） 
ＥＣＣＳ系の作動状況 作動なし，作動あり（自動，手動），作動失敗 
排気筒 
 主排気筒モニタの指示値  確認中，変化なし，変化あり（  cps→  cps） 
 SGTS 放射線モニタの指示値 確認中，変化なし，変化あり（  cps→  cps） 
モニタリングポストの指示値  

確認中，変化なし，変化あり（ nGy/h→ nGy/h，№ ） 

その他（                 ）                           

その他特定事象の把

握に参考となる情報 

                                          

                                          

備考 この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。 



 

 

様式８－２ 

特定事象発生通報（事業所外運搬） （第    報） 

 

平 成   年   月   日 

内閣総理大臣，原子力規制委員会，国土交通大臣，都道府県知事，市町村長 殿 

  

第 １０ 条 通 報 

 

 

通報者名                 

連絡先                  

事業所外運搬に係る特定事象の発生について，原子力災害対策特別措置法第 10 条

第１項の規定に基づき通報します。 

原子力事業所の名称

及び場所 

福島第二原子力発電所 
福島県双葉郡楢葉町大字波倉字小浜作１２ 

特定事象の発生箇所 
     都道府県      市町村                  

             （海上の場合：沖合    ｋｍ）            

特定事象の発生時刻 平成  年  月   日   時  分頃（２４時間表示）          

発
生
し
た
特
定
事
象
の
概
要 

特定事象の種類 

 

原子力災害対策特別措置法第 10 条第 1 項に基づく基準 

＊□XSE61 事業所外運搬での放射線量率の上昇 

＊□XSE62 事業所外運搬での放射性物質漏えい 

 

原子力災害対策特別措置法第 15 条第 1 項に基づく基準 

＊□XGE61 事業所外運搬での放射線量率の異常上昇 

＊□XGE62 事業所外運搬での放射性物質の異常漏えい 

 

（注記：＊は電離放射線障害防止規則第７条の２第２項に該当する事象を示す） 

想定される原因 
火災，爆発，沈没，衝突，交通事故，調査中，       

その他（                       ） 

検出された放射

線量の状況，検

出された放射性

物質の状況又は

主な施設・設備

等の状態等 

                                          

                                          

                                        

                                

                                          

                                          

その他特定事象の把

握に参考となる情報 

                                          

                              

                                          

備考 この用紙の大きさは，日本工業規格Ａ４とする。



 

 

様式９－１（１／２） 
 

応急措置の概要（原子炉施設）      （第   報） 

平成   年  月  日 

 内閣総理大臣，原子力規制委員会，福島県知事，楢葉町長，富岡町長，関係知事市町村長 殿 

                              

報告者名                  

                             連 絡 先                  

  

原子力災害特別措置法第２５条第２項の規定に基づき，応急措置の概要を以下の通り報告します。 

原子力事業所の名称

及び場所 

福島第二原子力発電所 

福島県双葉郡楢葉町大字波倉字小浜作１２ 

特定事象の発生箇所

（注１） 
福島第二原子力発電所   号機 

特定事象の発生時刻 

（注１） 
平成  年  月  日  時  分 （２４時間表示） 

特定事象の種類 

（注１） 

 

発 生 事 象 と対 応 の概

要（注１） 

（対応日時，対応の概要） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※添付の有・無 

その他の事項の対応 

（注２）  

 

 

 

 

 

 

備考  この用紙の大きさは，日本工業規格Ａ４とする。 

（注１）最初に発生した特定事象の発生箇所，発生時刻，種類について記載する。 

（注２）設備機器の状況，故障機器の応急復旧，拡大防止措置等の時刻，場所，内容について発

生時刻順に記載する。 

（注３）発電所対策本部の設置状況，被ばく患者発生状況等について記載する。

第２５条報告 



 

 

様式９－１（２／２） 
添付 

応急措置の概要（福島第二原子力発電所   号機 状況） 

１．プラント状況                  （確認時刻：  月  日  時  分） 

事故発生時

の状況 

発電所状態  原子炉出力  ％ 

停止時刻 時  分 炉心平均燃焼度  MWD/MTU 

事故発生時

の状況 

原子炉出力(APRM) ％ 外部電源受電 有 ・ 無 

原子炉圧力 MPa(gage) 非常用交流発電機受電 有 ・ 無 ・不要 

原子炉水位( N・W・F ) mm 原子炉圧力容器注水 有 ・ 無 ・不要 

原子炉水温度 ℃ 原子炉格納容器注水 有 ・ 無 ・不要 

格納容器圧力 kPa(gage) ｻﾌﾟﾚｯｼｮﾝﾌﾟー ﾙ水温 ℃ 

主蒸気隔離弁 開 ・ 閉 ｻﾌﾟﾚｯｼｮﾝﾌﾟー ﾙ水位 mm 

格納容器内水素濃度(ﾄﾞﾗｲ値) ％ ボロン添加 添加・未添加 

ECCS の作動 作動無し・作動有り（自動，手動）・作動失敗 

炉心損傷 有 ・ 無 

格納容器最高使用圧力 未満 ・ 以上 ・ ２倍以上 

 

２．放射性物質放出見通し             （評価時刻：  月  日  時  分） 

放出開始予測時刻 月   日   時   分頃 

特記事項  

 

３．放射性物質放出状況（放出有りの場合に記載）  （評価時刻：  月  日  時  分） 

放出開始時刻   月  日  時  分頃 放出箇所  

放出停止時刻   月  日  時  分頃 放出高さ(地上高) m 

放出実績評価 評価時点での放出率 評価時刻での放出量 

希ガス Bq/h Bq 

ヨウ素 Bq/h Bq 

その他(核種:     ) Bq/h Bq 

 

４．モニタ・気象情報                 （確認時刻：  月  日  時  分） 

排気筒モニタ 
排気筒 

モニタ 

 

(cpm･cps) 

SGTS 放射線 

モニタ 

 

(cpm･cps) 

モニタリング

ポスト 

名称 
No.1 No.2 No.3 No.4 No.5 No.6 No.7 No.8 No.9 

(n･µ)Gy/h          

気象情報 

天候  風向 
 

風速 m/s 大気安定度 
 

 

５．その他 

 

  



 

 

  様式９－２（１／２） 
 

応急措置の概要（事業所外運搬）    （第   報） 

平成   年  月  日 

 内閣総理大臣，原子力規制委員会，国土交通大臣，都道府県知事，市町村長 殿 

                              

報告者名                  

                             連 絡 先                  

  

原子力災害特別措置法第２５条第２項の規定に基づき，応急措置の概要を以下の通り報告します。 

原 子 力 事 業 所 の 名

称及び場所 

福島第二原子力発電所 

福島県双葉郡楢葉町大字波倉字小浜作１２ 

特 定 事 象 の 発 生 場

所（注１） 

 都道府県       市町村 

               （海上の場合：沖合     ｋｍ） 

特 定 事 象 の 発 生 時

刻（注１） 
平成  年  月  日  時  分 （２４時間表示） 

特定事象の種類 

（注１） 

 

発生事象と対応の概

要（注２） 

（対応日時，対応の概要） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※添付の有・無 

その他の事項の対応 

（注３）  

 

 

 

 

 

 

 

 

備考  用紙の大きさは，日本工業規格Ａ４とする。 

（注１）最初に発生した特定事象の発生場所，発生時刻，種類について記載する。 

（注２）設備機器の状況，故障機器の応急復旧，拡大防止措置等の時刻，場所，内容について発

生時刻順に記載する。 

（注３）発電所対策本部の設置状況，被ばく患者発生状況等について記載する。 

第２５条報告 



  

 

様式９－２（２／２） 
添付 

応急措置の概要（輸送容器状況） 

１．輸送容器状況                 （確認時刻：  月  日  時  分） 

事故発生時の 

状況 

輸送物  使用容器  

出発地  到着予定地  

輸送手段    

現在の状況 

火災の有無 有・可能性有・ 
無・不明 爆発の有無 有・可能性有・ 

無・不明 

漏えいの有無 有・可能性有・ 
無・不明   

特記事項  

 

２．放射線量状況                 （確認時刻：  月  日  時  分） 

距離・場所          

(n･µ)Sv/h          

 

３．放射性物質放出状況等（放出，漏えい有りの場合に記載）（確認時刻：  月  日  時  分） 

放出，漏えい 
開始時刻 

 放出，漏えい 
停止時刻 

 

放出，漏えい箇所    

 

４．その他 

 

  

 



（参考）緊急時活動レベル（EAL）一覧表 

 

EAL 
区分 

警戒事態を判断する基準〔AL〕 
（警戒事象） 

原子力災害対策特別措置法第 
１０条に基づく通報基準〔SE〕 

（施設敷地緊急事態に該当する事象） 

原子力災害対策特別措置法第１５条の
原子力緊急事態宣言発令の基準〔GE〕 

（全面緊急事態に該当する事象） 

EALNo. EAL 略称 EALNo. EAL 略称 EALNo. EAL 略称 

放
射
線
量
・
放
射
性
物
質
放
出 

01 － ― SE01 
敷地境界付近の放射線量
の上昇 

GE01 
敷地境界付近の放射線量の上
昇 

02 ― ― SE02 
通常放出経路での気体放
射性物質の放出 

GE02 
通常放出経路での気体放射性
物質の放出 

03 ― ― SE03 
通常放出経路での液体放
射性物質の放出 

GE03 
通常放出経路での液体放射性
物質の放出 

04 ― ― SE04 
火災爆発等による管理区
域外での放射線の放出 

GE04 
火災爆発等による管理区域外
での放射線の異常放出 

05 ― ― SE05 
火災爆発等による管理区
域外での放射性物質の放
出 

GE05 
火災爆発等による管理区域外
での放射性物質の異常放出 

06 ― ― SE06 
施設内(原子炉外)臨界事
故のおそれ 

GE06 
施設内(原子炉外)での臨界事
故 

冷
や
す 

31 AL31 
使用済燃料貯蔵槽の冷
却機能喪失のおそれ 

SE31 
使用済燃料貯蔵槽の冷却
機能喪失 

GE31 
使用済燃料貯蔵槽の冷却機能
喪失・放射線放出 

そ
の
他
脅
威 

55 ― － SE55 
防護措置の準備及び一部
実施が必要な事象の発生 

GE55 
住民の防護措置を開始する必
要がある事象発生 

（
参
考
）
事
業
所

外
運
搬 

61 ― ― XSE61 
事業所外運搬での放射線
量の上昇 

XGE61 
事業所外運搬での放射線量の
異常上昇 

62 ― ― XSE62 
事業所外運搬での放射性
物質の漏えい 

XGE62 
事業所外運搬での放射性物質
の異常漏えい 

 
 


